
吸収合併に係る事前開示書面 

（会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条に基づく事前備置書面） 

２０２１年２月１５日 

株 式 会 社 ビ ー ロ ッ ト 



２０２１年２月１５日 

（ 合併存続会社 ） 

東京都港区新橋一丁目１１番７号 

株 式 会 社 ビ ー ロ ッ ト 

代表取締役社長 宮  内  誠 

 

吸収合併に係る事前開示書面 

（会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条に基づく事前備置書面） 

 

 当社は、当社の 100％子会社である株式会社ライフステージ（大阪市淀川区西中島五丁目５番１５

号）との間で２０２１年２月１５日に当社を吸収合併存続会社、株式会社ライフステージを吸収合

併消滅会社とする吸収合併契約を締結し、２０２１年４月１日を効力発生日として、合併により当

社は株式会社ライフステージの権利義務全部を承継して存続し、株式会社ライフステージは解散す

ることにいたしました。つきましては、会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条の規定

に従い下記のとおり開示いたします。 

 

１．吸収合併契約の内容 

  別添資料１のとおりです。 

２．合併対価の定めがないことの相当性に関する事項 

  存続会社は、消滅会社の発行済株式の全部を保有していることから、本合併に際し、消滅会

社の株主に対する株式その他の金銭等の交付は行いません。 

３．消滅会社の新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項 

  消滅会社は新株予約権を発行していない為、該当事項はありません。 

４．消滅会社の計算書類等に関する事項 

  消滅会社である株式会社ライフステージの最終事業年度の計算書類等は別添資料２のとおり

です。なお、当社及び合併消滅会社ともに、最終事業年度の末日後に会社財産の状況に重要な

影響を与える重大な後発事象は生じておりません。 

５．合併後の債務の履行の見込みに関する事項 

  合併当事者各社の財務状況からして、本合併後における当社の資産の額は、負債の額を十分

に上回ることが見込まれること、また、本合併後の当社の収益状況及びキャッシュ・フローの

状況について、債務の履行に支障を及ぼすような事態は予測されていないことから、債務の履

行に支障はないと判断しております。なお、最終事業年度末日（２０１９年１２月３１日）現



在の当社及び株式会社ライフステージの資産、負債及び純資産の状況は下記のとおりです。 

（単位；百万円） 

 資産の額 負債の額 純資産の額 

株 式 会 社 ビ ー ロ ッ ト 

（ 合 併 存 続 会 社 ） 
31,875 24,196 7,679 

株式会社ライフステージ 

（ 合 併 消 滅 会 社 ） 
1,092 435 657 

６．事前開示開始日以降に上記事項に変更が生じたときは、変更後の当該事項 

  変更がありましたら、ただちに開示いたします。 

以上 



資料１









決算報告書
（第 30 期）

自 平成 31年  1月  1日

至 令和  1年 12月 31日

株式会社ライフステージ

大阪府大阪市淀川区西中島

5丁目5番15号

資料２



負債の部
科     目

【流動負債】
買掛金
未払金
未払費用
未払法人税等
未払消費税
前受金
預り金
前受収益
賞与引当金
流動負債合計

【固定負債】
長期借入金
預り保証金
固定負債合計
負債合計

金     額

19,370,098
26,865,919
20,282,125
23,013,300
35,091,500
271,227,263
16,137,868

602,339
19,395,473
431,985,885

1,420,000
2,060,000
3,480,000

435,465,885

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【利益剰余金】
利益準備金
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

50,000,000

12,500,000
594,851,816 )(
594,851,816
607,351,816
657,351,816

657,351,816
1,092,817,701

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
定期預金
定期積金
売掛金
引渡売掛金
販売用不動産
貯蔵品
前渡金
前払費用
未収入金
立替金
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物付属設備
車両運搬具
什器備品
建物償却累計額
付属設備償却累計額
車輌運搬具償却累計額
什器備品償却累計額
有形固定資産合計

(無形固定資産)
無形固定資産
借地権
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
投資有価証券
出資金
長期前払費用
繰延税金資産
ﾘｻｲｸﾙ預託金
敷金差入保証金
営繕積立金
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

369,793,717
523,002,901
5,200,000
3,934,291
27,545,904
68,877,849
1,572,599
10,004,000
5,741,461
581,822

4,235,748
1,020,490,292

2,400,000
941,900
814,817

26,676,204
△349,200
△135,311
△307,900

△15,665,030
14,375,480

4,177,769
100,000

4,277,769

19,988,934
50,000
823,924

17,361,924
51,230

15,078,679
319,469

53,674,160
72,327,409

1,092,817,701

(単位：円)

貸 借 対 照 表

株式会社ライフステージ

令和  1年 12月 31日 （当期会計期間末）



科     目
【売上高】
契約手数料
引渡手数料
その他手数料
事務手数料
媒介手数料
不動産売上高
販売用賃貸管理売上
売上高合計

【売上原価】
不動産仕入高
媒介原価
販売用賃貸管理原価

売上総利益
【販売費及び一般管理費】

営業利益
【営業外収益】
受取利息
受取配当金
雑収入
営業外収益合計

【営業外費用】
支払利息
支払手数料(営業外)
雑損失
営業外費用合計
経常利益

【特別利益】
投資有価証券売却益
特別利益合計
特別損失合計
税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益

額金

423,945,180
528,626,644
24,816,591
22,777,500
54,437,354
302,219,104
2,845,830

1,359,668,203

219,972,005
5,835,995

226,132,637324,637
1,133,535,566
989,065,479
144,470,087

226,731
1,500

839,999
1,068,230

2,111,094
165,000
16,668

2,292,762
143,245,555

175,983
175,983

0
143,421,538

23,048,853
2,584,603

25,633,456
117,788,082

(単位：円)

損 益 計 算 書

株式会社ライフステージ

自 平成 31年  1月  1日  至 令和  1年 12月 31日 （当期累計期間）



科    目
【株主資本】

【資本金】
【利益剰余金】
利益準備金

（その他利益剰余金）
繰越利益剰余金

利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計

変 動 事 由

当期首残高及び当期末残高

当期首残高
剰余金の配当に伴う積立て当期変動額

当期末残高

当期首残高
剰余金の配当当期変動額
剰余金の配当に伴う積立て
当期純利益

当期末残高
当期首残高
当期変動額
当期末残高
当期首残高
当期変動額
当期末残高
当期首残高
当期変動額
当期末残高

金    額

50,000,000

1,015,000
11,485,000
12,500,000

638,548,734
△150,000,000
△11,485,000
117,788,082
594,851,816
639,563,734
△32,211,918
607,351,816
689,563,734
△32,211,918
657,351,816
689,563,734
△32,211,918
657,351,816

(単位：円)

株主資本等変動計算書

株式会社ライフステージ

自 平成 31年  1月  1日  至 令和  1年 12月 31日 （当期累計期間）



個 別 注 記 表

株式会社ライフステージ

自 平成 31年  1月  1日  至 令和  1年 12月 31日 （当期累計期間）

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1)資産の評価基準及び評価方法
　　①たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　販売用不動産…個別法による原価法
　　　　貯蔵品…個別法による原価法(期末において実地棚卸の実施)

　　②有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　有価証券…個別銘柄ごとに期末時価評価
　　　　投資有価証券…満期保有目的債券　個別銘柄ごとに償却原価法

　(2)固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産(建物、建物附属設備、車両運搬具、什器備品)
　　　　定額法
　　②無形固定資産(ソフトウェア)
　　　　定額法

　(3)リース資産の処理方法
　　　リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンシャル・リース取引
　　　については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理による。

　(4)引当金の計上基準
　　①貸倒引当金・・・債権の貸倒れによる損失の備えるため、一般債権については貸倒実績率に
　　　　　　　　　　より、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別の回収可能性を勘案し
　　　　　　　　　　回収不能見込額を計上しております。
　　　　　　　　　　　なお、貸倒実績がないため、当事業年度において一般債権に対する貸倒引
　　　　　　　　　　当金は計上しておりません。

　(5)消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は税抜方式により処理しております。

2.貸借対照表にかかる注記

　特にございません。

3.株主資本計算書に関する注記

　(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項
　　　発行済株式
　　　　普通株式(発行済株式)
　　　　　前期末株式数(発行済株式)　　　　200株
　　　　　当期末株式数(発行済株式)　　　　200株

　(2)剰余金の配当に関する事項
　　①配当金支払額
　　　決議：2019年11月14日臨時株主総会
　　　配当金総額：150,000,000円
　　　効力発生日：2019年11月29日

4.1株当たり情報に関する注記

　(1)1株当たりの純資産額　 　　　　　　　　　　　 　　　3,286,759円08銭
　(2)1株当たりの当期純利益金額又は当期純損失金額　  　　588,940円41銭


